
山 口 県

記者発表スライド

令和７年度

令和６年11月

国への提案・要望



要 望 日 令和６年１１月１４日（木）

要望項目数

7 7 項 目

■ 産業維新
     ① カーボンニュートラルコンビナートの実現に向けた取組の強化について

     ② 地方における人手不足対策の抜本的強化について

■ 大交流維新
     ③ 「錦帯橋」の世界文化遺産登録について

④ Mine秋吉台ジオパークのユネスコ世界ジオパーク認定に向けた支援について

 ⑤  自然公園の保護と利用の好循環の実現に向けた支援について

■ 生活維新
     ⑥ 東京一極集中是正のための抜本対策について

 ⑦ 自動運転の社会実装推進について

〇 岩国基地関連の安心・安全対策の推進と地域振興策の実施について

◇やまぐち未来維新プラン推進要望（超重点） ３７ 

◇国策関連要望   1
◇やまぐち未来維新プラン推進要望（重点）  ３９

超重点要望・新規項目（７項目）

概 要

1
国策関連要望

※「「錦帯橋」の世界文化遺産登録について」は、11月15日(金)に文化庁に対しても要望



産 業 維 新

～「安心で希望と活力に満ちた山口県」の実現～
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１ 水素社会推進法に基づく計画認定を目指す事業者への支援及び環境整備
○ 周南コンビナートにおける燃料アンモニアの供給・利用促進を目指す事業計画の認定

○ インフラ（貯蔵設備、輸送設備）整備に向けた経済的支援及び効率的な事業化を進めるための規制の合理化

２ サプライチェーンの拡大に繋がるアンモニア・水素等の利用促進
○ アンモニア・水素等の利用に向けた技術開発及び設備投資の負担軽減に繋がる支援

○ 中期的なトランジション戦略による燃料転換を目指す事業者への支援の確保

３ 次世代エネルギーの需要拡大を目指した地域の取組に対する支援
○ 産学公金の連携体制整備及び地域振興・港湾整備等の関連施策が進展している
地域に対する優遇制度の創設

○ 次世代エネルギーの貯蔵に対する交付金の創設及び周辺地域における需要拡大に向けた経済的支援等

カーボンニュートラルコンビナートの実現に向けた取組の強化について
(1) アンモニア・水素等の供給拠点整備及びサプライチェーン構築に向けた支援
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１ 若者を県内就職・定着させるための強力なインセンティブの創設
○ 地方企業への就職率が高い大学等に対する評価制度の構築（大学への交付金の加算等）や地方大学の
授業料減免に対する補助制度の創設

  ○ 地方企業へ就職した若者に対する国による住環境の整備や生活支援制度の創設

  ○ 国による地方と都市部との賃金格差の解消に向けた地方企業への助成制度や地方が実施する地方企業の人材
確保に向けた取組に対する財政支援制度の創設

２ 若者等の就職に積極的な企業を強力に支援する仕組みの創設
○ 首都圏等における大学等と連携した地方企業の認知度を上げるための就職フェアの開催や参加企業への支援

○ 賃金アップ、奨学金返還支援、職場環境改善につながる国の助成制度の抜本強化
や新卒者等若者と企業とのマッチング機会の拡充

○ＩＴ人材が地方で就職・定着できる取組に対する支援の強化 等

３ 地方の成長に欠かせない女性・高齢者等多様な人材の活躍
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地方における人手不足対策の抜本的強化について
(1) 若者・女性等の地元就職・定着の推進

（女性の活躍促進）

  ○ 共働き・共育てしやすい職場環境の整備促進に向けた支援の啓発強化

  ○ 若年女性の地方定着促進に向けた賃金格差是正に関する取組の促進

  ○ 「年収の壁」を意識せずに女性が働き方やライフスタイルを選択できる社会保障制度の確立 等

（高齢者等の活躍促進）

○ 高齢者・障害者の活躍促進に向けた雇用環境整備への支援の強化 等



大 交 流 維 新

～「安心で希望と活力に満ちた山口県」の実現～
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１「錦帯橋」の世界遺産（文化遺産）暫定一覧表への追加記載
○ 独特の構造と構造美を持つ木造橋「錦帯橋」を、人類共通の遺産として将来にわたり保存・継承するため、
世界文化遺産候補として暫定一覧表への追加記載

２「錦帯橋」の世界文化遺産登録に向けた取組の推進
○ 「錦帯橋」の世界文化遺産登録に向けた取組に対する指導・助言等の支援

「錦帯橋」の世界文化遺産登録について
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世界遺産までの流れ



１ 国内推薦決定を受けたMine秋吉台ジオパークのユネスコ世界ジオパーク認定
に向けた支援

  ○ ユネスコ世界ジオパーク認定に向けた専門的・技術的助言

○ ジオパーク認定に向けた地元の取組への財政的支援の強化

２ ジオパークの持続的な発展につながる取組への支援
○ ジオパークの価値を広く国内外に伝え、インバウンドを含めた誘客拡大にもつながる情報発信の強化

  ○ ジオパークの活動を支える地域の人材育成や理解促進に向けた教育プログラムの実施等の取組への支援

○ ジオパーク活動と調和・融合した持続的で魅力ある地域づくりへの支援

○ 認定後の継続的な財政的支援

Mine秋吉台ジオパークのユネスコ世界ジオパーク認定に向けた支援について

ユネスコ世界ジオパーク認定までの行程 県との連携
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H27.9 ＪＧＮ正会員認定

R6.４.25 国内推薦申請書提出

R6.5.25 国内推薦に向けた

プレゼンテーション

R6.7.26～29 現地調査

R6.10.9 国内推薦決定

R6.11末 世界ジオパーク認定

申請書提出(予定)

Mine秋吉台ジオパーク

join the JGN

日本ジオパークネットワーク加盟

日本ジオパーク委員会

（書類審査・現地調査）

世界ジオパークネットワーク加盟

join the GGN

世界ジオパークネットワーク

（書類審査・現地審査）

世界ジオパーク
ネットワーク加盟申請

世界ジオパーク
ネットワーク加盟のための

国内推薦申請

《秋吉台の保全活動》



自然公園の保護と利用の好循環の実現に向けた支援について

１ 国定公園における保護と利用の推進に向けた支援の充実
○ 国立公園に限定されている上質な自然景観を確保する整備メニューを国定公園に拡充

２ 国定公園内ビジターセンターの利用促進に向けた取組に対する支援の充実
○ 国立公園利用促進事業の対象を国定公園にも拡充

○ 国立公園核心地利用施設上質化事業を国定公園にも拡充

３ 県立自然公園内ビジターセンターの利用促進に向けた取組に対する支援の充実
○ 国庫補助事業を活用して整備した県立自然公園施設の長寿命化に対する支援の創設
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《秋吉台ビジターセンター》

《カルスト台地》

・  Mine秋吉台ジオパークの
世界ジオパーク認定に向けた国内推薦決定

・ 「山口ならではのアウトドアツーリズム」の推進 等

・廃屋の撤去等

・老朽化した展示を

デジタル展示に更新   等

自然公園来訪者増加のチャンス



生 活 維 新

～「安心で希望と活力に満ちた山口県」の実現～
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東京一極集中是正のための抜本対策について

１ 地域の産業の特性や強みを踏まえ、国内外から地方へ人材・投資を呼び込む
支援措置の創設

○ 我が国の経済安全保障を支える半導体や蓄電池等の強靭なサプライチェーンの構築など、国主導による、
地域の産業の特性や強みを踏まえた、地方に対する戦略的かつ大規模な投資の促進

○ 地方が戦略的かつ重点的に育成・集積を進める産業分野について、工場等の新設や大規模な設備投資を
促進し、地域における産業集積の形成及び活性化を図るための強力な支援措置の創設

○ 地方への産業集積と合わせ、地方の産業を支える人材を確保するための、東京圏からの人材の呼び込みと
  地方への定着を促進する取組の抜本強化

２ 大規模災害等の際の持続可能性等の観点からの政府関係機関の地方への移転の推進

３ 企業や大学の地方への移転の促進
○ 地方に立地する企業に対する税負担の軽減措置の拡充・強化

○ 東京圏から地方圏に機能を移転する大学に対する移転費用の補助 等
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東京圏の住民基本台帳転入超過数

東京圏への転入超過は、再び拡大しており、
その大半は15～29歳の若年層

本県の産業集積

地方には、様々な成長産業が集積するなど、
我が国を牽引していく大きなポテンシャルを保有



自動運転の社会実装推進について

１ 国の自動運転に係る計画の着実な推進及び国主導による社会受容性の向上

２ 自動運転社会実装推進事業（国土交通省）予算の十分な確保

３ 中山間地域等への横展開を見据えた本県取組に対する継続的な財政支援
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周南市における実証概要（2024年度） ⇒ 2025年度、一部区間のレベル４・通年運行予定

実施体制 山口県、周南市、防長交通㈱、西日本電信電話㈱

実証時期 11/1～12/20（50日間）

運行便数 毎日7便、運賃無料

運行ﾙｰﾄ
JR徳山駅－徳山動物園
（片道約1.7Kmを循環）

運転ﾚﾍﾞﾙ レベル2（運転手同乗）

運行車両

・ＥＶＯ（マクニカ社：自動運転
ＥＶバス）※レベル4運行可能

・乗客10名程度
・時速20Km未満

実証経費 約7千万円（うち国費4千万円）



１ 米軍岩国基地に係る安心・安全対策の推進
 ○ 飛行運用に係る騒音軽減措置の実施

 ○ 住民の不安解消に向けた措置の実施

 ○ 国による騒音対策の拡充

 ○ 航空機の安全対策の徹底

 ○ 米軍構成員等による事件・事故の防止に向けた規律の厳正な
   保持、教育訓練の徹底など適切な措置の実施

２ 住民福祉の向上と地域の発展に資する振興策の実施

 ○ 周辺環境整備法等の既存法制度の拡充など地元の実情に応じた施策の展開

 ○ 再編関連特別地域整備事業（県交付金）及び米空母艦載機部隊配備特別交付金
（市町交付金）の確実な予算措置と、柔軟な事業採択や事務手続の簡素化など制度
の運用改善

 ○ 県交付金の交付終了後における制度の継続

岩国基地関連の安心・安全対策の推進と地域振興策の実施について

～国策関連要望～
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